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Ⅰ 調査の概要 

 

１ 調査の目的 

この調査は，市民の市政についての意見や評価を，科学的，統計的に把握し，今

後の市政を推進する上での基礎資料にするもの。 

 

２ 調査項目 

日ごろの暮らしや保健福祉について 

 

３ 調査の性格 

（１）調査地域 

福岡市全域 

（２）調査対象者 

福岡市内に居住する満20 歳以上の男女 

（３）調査対象者数 

4,500 サンプル（回収2,633 サンプル，回収率58.5％） 

（４）抽出方法 

住民基本台帳および外国人登録台帳による二段階無作為抽出法 

（５）調査方法 

郵送法 

（６）調査期間 

平成21 年 ８月19 日（水）から９月１日（火） 

（７）調査主体 

福岡市役所 市長室広聴課 

（８）調査実施機関 

株式会社西日本リサーチ・センター 

（９）調査結果分析 総括執筆・各論監修 

調査項目２．ＮＰＯ法人福岡ジェンダー研究所 倉富 史枝 
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４ 意識調査回答者の構成 
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５ 調査結果利用上の注意 

（１）単数回答の集計については，設問ごとに無回答の項目を設けて，これを含めた全

体の基数（標本数）を100％としている。なお，回答率は小数点以下第2 位を四捨

五入しているため，数表，図表に示す回答率の合計は必ずしも100％にならない場

合がある。 

（２）２つ以上の回答を要する（複数回答）質問の集計については，項目別に，基数（標

本数）に対するその項目を選んだ回答者の割合としている。従って，数表，図表

に示す各項目の回答率の合計は100％を超える場合がある。 

（３）数表，図表，文中に示すＮ，ｎは，回答率算出上の基数（標本数）である。 

N＝標本全数 ｎ＝該当数（その質問を回答しなくてよい人を除いた数） 

（４）数表，図表に示す選択肢はスペースの関係で文言を短縮して表記している場合が

あるので，詳細は巻末の調査票を参照のこと。 

（５）文中の選択肢の表記は「 」で行い，選択肢のうち，２つ以上のものを合計して表

す場合は『 』としている。 

（６）２つ以上の選択肢を合計して表している比率については，各選択肢の基数（標本

数）の合計をもとに算出しているため，選択肢個々の回答比率の合計とは，必ず

しも同じにならない場合がある。 

 

６ 適合度の検定 

本調査の標本は無作為抽出法により抽出されているため，調査結果は調査対象集団

（母集団）の縮図になっているはずである。しかしながら，調査の過程で標本の一部

には回答を得られなかったものもあり，場合によっては調査対象集団（母集団）の縮

図にならないこともあり得る。 

そこで，得られた対象集団が調査対象集団（母集団）の縮図とみなすことができるか

どうか，適合度の検定を行ったところ，行政区別の構成比については有意差がないと

判断されるものの，性別，年代別の構成比については有意差がある（期待値に比べて

女性の割合が多い。また，期待値に比べて20 代，30 代の割合が小さく，50 代，60 代

の割合が大きい。）と判断される結果となった。 

今回の調査結果については，この検定内容を踏まえた上での考察であるため，予め

注意する必要がある。 
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７ 調査票及び調査結果 

 

 

市 政 に関 する意 識 調 査 （N=2,633） 

平成２１年８月

福 岡 市

【問い合わせ先】 

福岡市 市長室 広聴課

住所 ：中央区天神１－８－１
TEL ： ７１１－４０６７
FAX ： ７３３－５５８０
MAIL ：  kocho.MO@city.fukuoka.lg.jp 

１．必ずご本人（封筒の宛名の方）がお答えください。

２．この調査は無記名で行い，ご回答の内容については「このようなご意見の方は全体

の何％」という形で，統計数値として集計いたしますので，皆様のご意見を個人が特

定されるような形で発表することは一切ございません。安心してご回答ください。 

３．各質問のご回答は，特に説明がないかぎり，あてはまる項目の番号に○をお

つけください。質問文に「１つ」，「すべて」など指定がある場合は，その指

定に従ってお答えください。

４．質問によっては回答していただく方が限られる場合がありますので，矢印や

案内にそってお答えください。

５．「その他」を選ばれたときは，お手数ですがその内容を（  ）の中に具体

的に記入してください。

【記入上の注意】

 
アンケート票は，記入後，同封しております封筒（切手不要）に入れて， 

 ９月１日（火）までに郵便ポストに投函してください。 

【アンケート票の回収について】】
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（中略 問 25～問 29 は，交通局ＩＣカード「はやかけん」についての調査） 

≪最後に，あなたやあなたのご家族のことについておたずねします≫ 

問 30．あなたの性別は 〔N=2,633〕 

１ 男性 39.7 ２ 女性 58.5 無回答 1.9

 

問 31．あなたの年齢は  〔N=2,633〕          歳 

 

問 32．あなたの家族数（同居人数）は，あなたを含めて何人ですか。（○は１つだけ）  〔N=2,633〕 

１ １人 16.9 

２ ２人 30.3 

３ ３人 22.4 

４ ４人 18.4    

 ５ ５人 6.6 

６ ６人 2.3      

７ ７人以上 1.1   

               無回答 2.1  

平均 51.8
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問 33．家族構成は （○は１つだけ）  〔N=2,633〕 

１  単身（同居人はいない）  16.4

２ 夫婦のみ 23.1

３ 親と子の二世代 47.2

４ 親と子と孫の三世代 7.7 

５ 兄弟姉妹のみ  0.9 

６ その他（具体的に：   ） 1.3 

無回答 3.4 

 

問 34．では，あなたの家族（同居している方のみ）に次の方はいらっしゃいますか。あなたを含めて 

あてはまるものをすべて選び，番号に○をつけてください。（○はいくつでも）  〔N=2,633〕 

１ 未就学児 10.3

２ 小・中学生 13.3 

３ 高校生 6.6 

４ 専門学校生 1.4

５ 短大・高専生 0.6

６ 大学・大学院生 7.7 

７ 6 5 歳以上の人 38.0 

８ １～７までに該当する人はいない 

 

 

 

 

28.3 

無回答 8.7 

 

 

問 35．あなたのお住まいはどちらですか。（○は１つだけ）  〔N=2,633〕 

１ 東区  20.1

２ 博多区 12.8  

３ 中央区 10.4 

４ 南区 17.9

５ 城南区 8.5

６ 早良区 14.5 

７ 西区 14.0 

無回答 1.9 

 

 

問 36．あなたの職業は （○は１つだけ） 〔N=2,633〕 

１ 自営業経営者・会社等役員 8.4 

２ 家族従事者・家業手伝い 1.6 

３ 正社員，正職員 26.8  

４ 常勤パートタイマー 9.5 

５ 契約社員・派遣社員 5.2 

６ 臨時雇い・アルバイト 3.9 

７ 専業主婦・主夫 16.5 

８ 家事手伝い 0.4 

９ 学生 2.2 

10 無職 19.4 

11 その他（具体的に：   ） 0.8  

無回答 5.2 
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問 37．あなたが福岡市に住んでいる年数は通算で何年になりますか。（○は１つだけ） 〔N=2,633〕 

１ ５年未満 8.8

２ ５年以上 1 0 年未満 8.5 

３ 1 0 年以上 2 0 年未満 13.6 

４ 2 0 年以上 3 0 年未満  

５ 3 0 年以上 46.1

 

19.3 

 

無回答 3.7 

 
 

問 38．あなたのお住まいは （○は１つだけ） 〔N=2,633〕 

１ 持ち家（一戸建て） 33.0 

２ 持ち家（集合住宅（マンション）） 21.2 

３ 賃貸住宅（一戸建て） 3.3 

４ 賃貸住宅（アパート，マンション） 33.0

５ 社宅・寮 1.9 

６ その他（具体的に：  ） 3.5 

無回答 4.1 
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Ⅱ 調査結果の総括 

 

１ 健康に関する意識と行動，対象者に関する健康・福祉の状況 

・８割近くの人が自分は『健康である』と考えている。 

・70 歳以上の年代では他の年代よりも『健康である』の割合が低く，高齢者の健

康状態を維持するための取組みが必要である。 

・過去５年において，健康診断などの『受診経験がある』人は， 

① 特定健診・特定保健指導（メタボ健診）については過半数 

② がん検診は約４割 

③ 健康教室は約２割 

・女性はがん検診，男性はメタボ健診の受診割合が高い傾向にある。 

・正社員と比較して「契約社員・派遣社員」や「臨時雇い・アルバイト」といった

立場の人は受診割合が低く，対象者の職場の健診体制や経済状況，時間的余裕等

が原因として考えられるが，受診できない人の状況を配慮した健診の実施方法を

検討する必要がある。 

・いずれの健康診断についても，受診していない人のうち，自分は『健康ではない』

と意識している人の理由において，「手続き方法を知らない」割合が相対的に高

く，情報が確実に届くような周知の方法を工夫する必要がある。 

・健康や福祉に関する情報源は，「市政だより」や「町内会などの回覧板・掲示板」

が利用される傾向にある。 

・インターネットを情報源とするのは比較的若い年代であるが，あらゆる年代の人

が最新の情報を活用できるよう，テレビなどのマスメディアや，携帯電話などの

パーソナルメディアを利用できる情報提供の方法を検討する必要がある。 

・土日祝日や夜間に高熱が出たときの対応は，「医療機関には受診せず，様子をみ

る，または市販薬等で対応する」が約４割。 

・土日祝日や夜間に高熱が出たときに「急患診療センター・急患診療所を受診する」

と「土日祝日や夜間に診療を行う最寄りの医療機関を受診する」がともに２割台。 

・土日祝日や夜間に高熱が出たときの対応では，70 歳以上では男女ともに「救急

車を呼ぶ」割合が高い。 

・単身や夫婦のみ世帯では，「土日祝日や夜間に診療を行う最寄りの医療機関を受

診する」割合が高い。 

・高齢者との同居状況として，『65 歳以上の同居人がいる』人は約４割で，持ち

家や一戸建てに住む人の方が同居の割合は高い。 
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・『介護を必要とする家族がいる』人は約２割。 

・三世代同居世帯，一戸建てに住む人で要介護家族がいる割合が高い。 

・年代が高いほど要介護家族がいる割合は高い。 

・夫婦のみ世帯で高熱時に「救急車を呼ぶ」割合が高いことを考え合わせると，老

老介護の世帯では発熱が緊急事態になることも推測される。 

・高齢者同居世帯や，要介護家族がいる世帯など，健康・福祉に関するサービスを

必要とする可能性が高い世帯の人々に届くような施策を講じていくことが重要。 

 

２ 近所関係と健康・福祉 

・近所との関係は，「あいさつをする程度の人ならいる」と「立ち話をする程度の

人ならいる」が約３割，「何か困ったときに助け合う親しい人がいる」が約２割。 

・男性は「ほとんど付き合いはない」割合がやや高く，女性は「何か困ったときに

助け合う人がいる」割合が比較的高い。 

・年代が高い方が，男女ともに「何か困ったときに助け合う親しい人がいる」割合

は高い。 

・一戸建てに住む回答者は，「何か困ったときに助け合う親しい人がいる」割合が

比較的高く，マンションやアパート等に住む回答者は，「ほとんど付き合いはな

い」割合が比較的高い。 

・近所づきあいの満足度は，『満足している』が約６割となっている。 

・付き合いの密度と比例して，年代が高い方が男女ともに『満足している』割合は

高い。 

・付き合いの密度に比例して，一戸建てに住む回答者は満足度が比較的高く，マン

ションやアパート等に住む回答者は低い傾向がみられる。 

・過去１年間における近所の人への協力を「したことがない」が過半数。 

・近所の人への協力経験としては「声かけや安否確認」が約３割で最も高い。 

・近所の人への協力経験として，高い年代では，男女を問わず「声かけや安否確認」

の割合が高い。 

・70 歳以上の年代は約４割が『健康でない』という意識である一方，近所づきあ

いを通して，住民同士で健康状態を確認しあい，ともに助け合う状況にあること

が伺える。 

・近所の人への協力経験は，子どもを持つ世代の回答者（以下，「子育て世代」と

いう）においては，「子どもの預かり」と「子育ての相談」の割合が高く，近所

同士で子育てを助け合う状況が伺える。 

・近所の人に対して今後協力できること，近所の人から協力してほしいことは，と
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もに，「声かけや安否確認」が最も高い。 

・今後協力できることと，現在協力していることは，高い年代では「声かけや安否

確認」，子育て世代では「子どもの預かり」と「子育て相談」が高く，当事者同

士が必要なことを協力し合う様子が分かる。 

・今後協力できるという割合は，実際に協力している割合よりも高く，近所の人へ

の協力意向が潜在化している可能性がある。 

・「声かけや安否確認」については，60 代以上は「今後協力できること」の割合

で高く，70 歳以上では「協力してほしいこと」の割合で高いなど，高い年代の

中でも，比較的若い年代は協力する側，比較的高い年代は協力を受ける側に変化

する傾向がある。 

・これらのことより，以下のことが伺える。 

①概ね，若い年代では近所同士のつながりが希薄になっている。 

②高い年代では比較的つながりが保たれている。 

③つながりが保たれている人々の間では，健康状態の相互確認や，育児の際の相

互扶助がなされている。 

④住民同士のケアは，住民自身が周囲に対して「協力してほしい」と望んでいる

ことでもあるし，住民自身が「自分が担える役割である」と考えていることで

もある。 

・住民の健康や福祉の充実には，住民同士のつながりが重要な要素であることから，

つながりを保つような，あるいは再構築するような仕組みづくりを支援していく

ことが大切である。 

 

３ 地域で行われていることへの認知度と参加状況 

・地域での助け合い，支え合い活動については，『参加している』が約３割，『参

加していない』が過半数。 

・地域での助け合い，支え合い活動については，「そのような活動があることを知

らない」が約２割。 

・地域での助け合い，支え合い活動への参加状況は高い年代の方が比較的高く，居

住年数が長いほど高い。一方，単身世帯では参加状況は低い。 

・地域での助け合い，支え合い活動への今後の参加意向については，『参加したい』

が６割超となっている。 

・地域での助け合い，支え合い活動については，参加意向が高いにも関わらず，実

際の参加は低い状況である。 

・この結果から，市民の意向を反映するような情報提供がきちんとできていない可
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能性が示唆され，必要な人に必要な情報が届くような提供の方法を検討する必要

がある。 

・地域で行われている福祉活動については，「ふれあいネットワーク活動」と「ふ

れあいサロン活動」がともに約４割の認知度。 

・「ふれあいネットワーク活動」，「ふれあいサロン活動」の参加状況はどちらも

１割に満たない。 

・「ふれあいネットワーク活動」，「ふれあいサロン活動」の認知度は男性より女

性，若い年代より高い年代の方が高い。 

・「ふれあいネットワーク活動」，「ふれあいサロン活動」の参加状況については，

70 歳以上で相対的に高い割合。 

・近所との関係が強いほど「ふれあいネットワーク活動」，「ふれあいサロン活動」

の認知度も参加状況も高い割合。女性や高い年代の方は近所関係が相対的に良好

であったことからも，地域で行われている取組みについて，近所同士のつながり

が影響を与えていることが推察される。 

・地域団体の認知度については，「シルバー人材センター」と「民生委員・児童委

員」が８割前後。 

・地域団体の利用状況はどの団体についても１割に満たない。 

・地域団体の認知度は女性や高い年代の方が高い傾向。 

・地域で行われている活動や地域に存在する団体については，認知度は高いものの

参加及び利用状況が低いことから，今後は，活動や団体の対象となる人々の利用

意欲を高め，参加が増えるよう，それぞれの層に適切な啓発活動を行っていく必

要がある。 

・近所同士のつながりが地域の福祉活動への参加や利用を高める可能性があること

から，今後は，地域のネットワークが広がり，深まるような取組みが求められて

いる。 

 

４ 悩みや不安 

・悩みや不安については，「自分や家族の老後のこと」と「自分や家族の健康のこ

と」がともに約７割，「収入や家計など経済的なこと」が約６割。 

・若い年代…経済的なこと，中間の年代…老後のこと，高い年代…健康のことが，

悩みや不安として多く挙げられている。 

・持ち家に住む人は老後のことと災害の対策を，賃貸住宅に住む人は経済的なこと

を悩みや不安として挙げる傾向がみられる。 

・悩みや不安の相談相手は，「家族」が約８割，「友人・知人・同僚」が約６割。 
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・悩みや不安の相談相手として，行政が設けた公的な窓口の利用状況は低い。 

・悩みや不安について，「相談しない」，「相談する相手がいない」という人も一

定数あり，特に男性にその傾向が高い。 

・高い年代ほど「かかりつけの病院」を相談相手とする傾向がみられる。 

・近所づきあいに不満がある人ほど，相談相手が少ない傾向がみられる。 

・健康や福祉に関する悩みや不安を抱える人が一定数いて，その悩みや不安は，そ

れぞれの置かれた状況によって異なるため，多様な状況の中でどのような悩みや

不安を持ち，何が不足しているのか見極めた上で，きめ細かい対応をとっていく

必要がある。 

・多様な相談内容に対応するためには公的な窓口が重要であるが，既存の窓口の利

用状況は低いことから，利用を促進する取組みとして，公的な窓口に関しての情

報を提供するとともに，公的窓口へ相談することへの心理的，身体的な障壁を取

り除くために，開設時間や曜日，場所，メールなどの活用などの工夫が必要であ

る。 

 

５ 行政に求められていること，行政サービスの認知状況 

・「今後，福岡市が健康・医療・福祉の分野で力を入れて取り組むべき施策」は，

「保健・福祉・医療に関する情報提供や案内の充実」と「高齢者・障がい者にな

っても自宅生活が続けられるサービスの充実」と回答した人がともに６割超。 

・高い年代では「高齢者・障がい者になっても自宅生活が続けられるサービスの充

実」の割合が高く，在宅ケアへの要望は特に高い。 

・要介護者を施設でケアをしている人の場合は「保健・福祉・医療に関する情報提

供や案内の充実」の割合が高い。 

・要介護家族を家庭でケアしている人の場合は「高齢者や障がい者になっても自宅

生活が続けられるサービスの充実」の割合が高い。 

・健康・医療・福祉サービスの水準と税金のバランスについては，「負担は現状維

持のまま，サービスの内容を見直すべきである」に約７割が集中。 

・健康・医療・福祉サービスの水準と税金のバランスについて，「負担が増えても，

サービスの維持・充実に努めるべきである」は約２割。 

・健康・医療・福祉サービスの水準と税金のバランスについて，「負担が減るよう，

サービスを縮小・廃止すべきである」は１割未満で，明確に負担の軽減を求める

人は少数派である。 

・非正規雇用で働く人では「負担は現状維持のまま，サービスの内容を見直すべき

である」割合が高いなど，社会保険に加入しにくい雇用状況にある人では，負担

を増やさないことを望む傾向がより強い。 
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・男性の30 代から50 代までの，いわゆる税金の負担が大きい年代では，他の年代

よりもサービスの維持や充実を重視する傾向。 

・ユニバーサルデザインの認知状況については，言葉を聞いたことがあるのみの人

も含めると認知度は５割超。 

・半数近くの人にはユニバーサルデザインという言葉すら認知されていない。 

・ユニバーサルデザインの認知度は男性の方が高く，また，若い年代が比較的高い。 

 

６ 総括 

・本調査からは，健康と福祉に関する人々のニーズは，それぞれの人々が置かれた

状況によって大きく左右すること，また，ニーズを左右する因子の中には，人々

が持つ近所同士のつながりといったものがあることが明らかになった。 

・一方，健康と福祉に関してニーズのある人々に，市が行っている施策の全てが，

必ずしも十分に利用されていない。 

・人々が置かれた状況や人々が持つつながりを考慮しながら，より具体的できめの

細かいサービスが提供できるような仕組みづくりを行っていく必要がある。 
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